
発掘された文化財を利用して、展示活動を行うなど、有効利用と事業関連の検討を行うべきであろう。
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事業費計（直接費決算額＋人件費）

貴重な文化財を後世に伝えていくため、必要な保護・保存を図るととも
に、広く公開することは市の責務である。

指定文化財数

４
前年度

４

前年度

77,566 69,811

民俗芸能等をはじめとする大部分の無形文化財は、保存会などにより、
引き続き保存・継承が図られている。また、有形文化財は個人や寺社が
所有し管理しているものが大部分だが、善良に保存が図られている。
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５　事務事業の評価
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評価理由

◆第一次評価　（担当課による評価）

評価の視点
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市内には、県指定文化財が８件、市指定文化財が４５件ある。平成２１年度は、七曲井除草管理等業務
委託、指定文化財説明板板面交換等工事などを行った。また、廣瀬神社の大ケヤキの管理工事及び柏
原郷土芸能会太鼓の皮張替え修繕ほか２件の事業に補助金を交付した。あわせて、民俗芸能の継承に
取り組む、入曽の獅子舞保存会ほか５つの団体に対して補助金を交付した。

継続

（前年度方向性評価）

活動内容

（下段）前年度
の方向性に対
する改善活動
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指定文化財１件当りの経費

指標名

単位コスト

効率性
指標

２　事務事業の目的・内容

目的

対象

指定文化財の件
数（県・市）

民俗芸能等の存
続件数

指標名

３　事務事業の実施状況と成果

貴重な文化財を後世に継承するため保護・保存するとともに、広く市民へ公開することにより、郷土の歴
史や文化財に対する理解を深めて、愛護意識の高揚を図る。
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２０年度

目標値

達成率 100.0%

53

75,057

従事職員数

人件費（従事職員数×平均給与）

その他特定財源

一般財源

千円

件

千円

円

53 53 53

事務事業
の名称

実施期間

総合振興
計画に
おける
位置づけ

事業区分

実施根拠

千円

3,978

事業開始
の背景等

4,111 3,700

0.25 0.25

2,241 2,294 2,299

0.25

２０年度 ２１年度

1,401

平成２２年度教育委員会事務点検評価（平成２１年度実施事務事業）評価表

４　事業費

予算額

区分

直
接
費

決算額

２２年度単位

1,902 1,700

整理番号 33

1,433

１　事務事業の基本事項

1,307千円

１９年度

目標値

達成率

実績値

達成率

目標値

達成率

98.1%

16

100.0%

目標値

※
１単位当た
りの経費

1,737

1,737

1,817 1,401

1,817

人文化財の保存・継承と公開

想像性豊かな文化の振興

文化振興と国際交流の推進

千円

財源
内訳

国県支出金

個別計画
等の名称

千円
指定文化財管理事業
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指定文化財管理事業

昭和５１年度

電話番号

人を育み文化を創造するまちをめざして

教育委員会　生涯学習部　社会教育課担当部課

引き続き、文化財の保護・保存に取り組み、郷土の歴史や文化に対する理解を深
め、文化財愛護意識の高揚を図ることに努めた。

53

17

94.1% 100.0%

16

６　その他（学識経験者の意見等）

100.0%

16

実績をもとに設定

２１年度１９年度

実績値

長い歴史の中で、今日まで伝えられてきた貴重な文化財を後世に継承するため保護・保存するとともに、
これを広く公開することが求められている。

・活動目標の達成度
・成果の向上
・上位施策への貢献度
・市民サービスの向上
など

・目的の妥当性
・市民ニーズへの対応
・市が関与する必要性
・市が負担する必要性
など

４

目標値の根拠・考え方

実績をもとに設定

２２年度

53

千円

大部分の指定文化財は、個人や寺社及び保存会により管理されており、:
現在のところ、市の経費負担は限られた額にとどまっている。

＜５段階評価＞　　　５：極めて高い　４：高い　３：普通　２：低い　１：かなり低い

・手段の最適性
・コスト効率の向上
・受益者負担の適正化
・執行体制の効率化
など

前年度

４

今後の
方向性

貴重な文化財を後世に伝えるため、引き続き、指定文化財のうち、有形文化財については管理者の協力に
より保存を図るとともに、無形文化財については保存会の活動を支援して保存・継承を図る。そして、適切な
助成を行い、文化財の保存・継承に努めていく。また、新たな文化財の指定に向けて調査を行っていく。
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埼玉県指定文化財・狭山市指定文化財等

文化財保護法

実施計画
(H21～23)
事業名

狭山市生涯学習基本計画
目

項

5

自治事務 法定受託事務 法定受託事務＋自治事務

直営 全部委託 一部委託 補助・負担 その他

継続 内容の見直し 抜本的見直し 廃止 休止 完了

指定管理


